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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　色材及び水溶性有機溶剤を含有するインクジェット用のインクであって、
　前記色材が、下記一般式（Ｉ）で表される化合物を含み、
　前記水溶性有機溶剤が、下記一般式（II）で表される化合物、及び、炭素数４乃至６の
直鎖両末端アルカンジオールを含み、
　インク全質量を基準とした、下記一般式（II）で表される化合物の含有量Ａ（質量％）
が、４．０質量％以上１２．０質量％以下であり、かつ、前記アルカンジオールの含有量
Ｂ（質量％）に対する質量比率（Ａ／Ｂ）で、２．５倍以上４．０倍以下であることを特
徴とするインク。

（前記一般式（Ｉ）中、Ｒ1及びＲ3は、それぞれ独立に、水素原子、ハロゲン原子、シア
ノ基、ヒドロキシ基、カルボン酸基、スルホン酸基、ホスホン酸基、スルファモイル基、
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Ｎ－アルキルアミノスルホニル基、アルキルスルホニル基、ニトロ基、アシル基、ウレイ
ド基、アルキル基、アルコキシ基、アシルアミノ基、又はアルキルスルホニルアミノ基を
表し、Ｒ2は、水素原子、又はスルホン酸基を表し、ｎは、０又は１を表し、Ｍは、それ
ぞれ独立に、水素原子、アルカリ金属、アンモニウム、又は有機アンモニウムを表す）
　Ｒ4－［Ａ］－Ｒ5　　・・・（II）
（前記一般式（II）中、－［Ａ］－は、－Ｓ－又は－Ｓ（＝Ｏ）2－を表し、Ｒ4及びＲ5

は、それぞれ独立に、アルキル基又はヒドロキシアルキル基を表す）
【請求項２】
　前記一般式（Ｉ）で表される化合物が、下記一般式（III）で表される化合物である請
求項１に記載のインク。

（前記一般式（III）中、Ｍは、それぞれ独立に、水素原子、アルカリ金属、アンモニウ
ム、又は有機アンモニウムを表す）
【請求項３】
　インク全質量を基準とした、前記一般式（Ｉ）で表される化合物の含有量Ｃ（質量％）
が、前記一般式（II）で表される化合物の含有量Ａ（質量％）及び前記アルカンジオール
の含有量Ｂ（質量％）の合計に対する質量比率（Ｃ／（Ａ＋Ｂ））で、０．１５倍以上１
．００倍以下である請求項１又は２に記載のインク。
【請求項４】
　インク全質量を基準とした、前記一般式（II）で表される化合物の含有量Ａ（質量％）
が、８．０質量％以上１２．０質量％以下である請求項１乃至３のいずれか１項に記載の
インク。
【請求項５】
　インク全質量を基準とした、前記アルカンジオールの含有量Ｂ（質量％）が、１．０質
量％以上５．０質量％以下である請求項１乃至４のいずれか１項に記載のインク。
【請求項６】
　インク全質量を基準とした、前記一般式（Ｉ）で表される化合物の含有量Ｃ（質量％）
が、０．１質量％以上１０．０質量％以下である請求項１乃至５のいずれか１項に記載の
インク。
【請求項７】
　前記一般式（II）で表される化合物が、ビス（２－ヒドロキシエチル）スルホンである
請求項１乃至６のいずれか１項に記載のインク。
【請求項８】
　前記アルカンジオールが、１，５－ペンタンジオールである請求項１乃至７のいずれか
１項に記載のインク。
【請求項９】
　前記色材が、さらに、下記一般式（IV）で表される化合物を含む請求項１乃至８のいず
れか１項に記載のインク。
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（前記一般式（IV）中、Ｒ6は、それぞれ独立に、水素原子又はアルキル基を表し、Ｒ7は
、カルボン酸基及びスルホン酸基の少なくとも一方を有する脂肪族アミン残基を表し、Ｍ
は、それぞれ独立に、水素原子、アルカリ金属、アンモニウム、又は有機アンモニウムを
表す）
【請求項１０】
　インク全質量を基準とした、前記一般式（IV）で表される化合物の含有量Ｄ（質量％）
が、０．１質量％以上１０．０質量％以下である請求項９に記載のインク。
【請求項１１】
　インク全質量を基準とした、前記一般式（Ｉ）で表される化合物の含有量Ｃ（質量％）
が、前記一般式（IV）で表される化合物の含有量Ｄ（質量％）に対する質量比率（Ｃ／Ｄ
）で、０．８倍以上１８．０倍以下である請求項９又は１０に記載のインク。
【請求項１２】
　インクと、前記インクを収容するインク収容部とを備えたインクカートリッジであって
、
　前記インクが、請求項１乃至１１のいずれか１項に記載のインクであることを特徴とす
るインクカートリッジ。
【請求項１３】
　インクをインクジェット方式の記録ヘッドから吐出して記録媒体に画像を記録するイン
クジェット記録方法であって、
　前記インクが、請求項１乃至１１のいずれか１項に記載のインクであることを特徴とす
るインクジェット記録方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インク、インクカートリッジ、及びインクジェット記録方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　インクジェット記録方法は、インク小滴を記録媒体に付与して画像を形成する記録方法
であり、その低価格化、記録速度の向上により、急速に普及が進んでいる。一般に、イン
クジェット記録方法で得られた記録物は、銀塩写真と比較してその画像の堅牢性が低い。
特に、記録物が、光、湿度、熱、空気中に存在するオゾンガスなどの環境ガスに長時間さ
らされた際に、記録物の色材が劣化し、画像の色調変化や褪色が発生しやすいといった問
題がある。
【０００３】
　ブラック色材を含有するインク（ブラックインク）を用いて記録した画像の褪色は、色
材の劣化による色調の変化を伴うことが多い。また、ブラックインクはモノクロ画像及び
フルカラー画像の両方に使用され、近年では光沢紙のみならず普通紙を用いた場合にも高
い光学濃度を有する画像を記録可能であることが求められている。
【０００４】
　ブラック色材については、分子構造のポリアゾ化が広く検討されている。例えば、２つ
のナフタレン環を有するトリスアゾ化合物や、含窒素ヘテロ環を有するトリスアゾ化合物
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に関する提案がある（特許文献１及び２参照）。また、電子吸引性基を有するテトラキス
アゾ化合物、３つのナフタレン環を有するテトラキスアゾ化合物、及び含窒素ヘテロ環を
有するテトラキスアゾ化合物に関する提案がある（特許文献３～６参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００３－２０１４１２号公報
【特許文献２】国際公開第２００７／０７７９３１号
【特許文献３】国際公開第２００５／１０８５０２号
【特許文献４】国際公開第２００５／０９７９１２号
【特許文献５】国際公開第２００６／０５１８５０号
【特許文献６】特開２０１３－０７２０６１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかし、本発明者らの検討の結果、特許文献１及び２で提案されたトリスアゾ化合物を
含有するインクで記録した画像は、光学濃度と耐オゾン性の両立が不十分であることがわ
かった。例えば、特許文献１で提案されたトリスアゾ化合物は分子構造中に２つのナフタ
レン環を有するために共役系が伸びており、より長波長領域の光まで吸収することができ
る。このため、画像の光学濃度は向上するが、分子内の電子が非局在化していて酸化され
やすいので、画像の耐オゾン性が不十分となる。
【０００７】
　また、特許文献２で提案されたトリスアゾ化合物は、電子求引性の含窒素ヘテロ環が導
入されているために酸化電位が高い。さらに、電子移動が抑制されているために酸化され
にくく、画像の耐オゾン性が向上する。しかし、共役系の伸びが不十分であるため、吸収
することができる長波長領域が狭められており、画像の光学濃度が不十分となる。
【０００８】
　一方、テトラキスアゾ化合物を含有するインクは、トリスアゾ化合物を含有するインク
と比べて、記録した画像の光学濃度が向上するが、分子構造によって光学濃度が異なる場
合があることがわかった。例えば、特許文献３で提案されたテトラキスアゾ化合物は３つ
のナフタレン環を有するので、π電子が多く、最大吸収波長が長波長領域にシフトする。
このため、画像の光学濃度はある程度向上するが、分子内の電子が非局在化していて酸化
されやすいので、画像の耐オゾン性が不十分となる。
【０００９】
　また、特許文献４で提案されたテトラキスアゾ化合物は含窒素ヘテロ環を有するため、
画像の耐オゾン性は向上する。さらに、π電子が多く、最大吸収波長が長波長領域にシフ
トするので、画像の光学濃度も少しは向上する。しかし、特許文献４で提案されたテトラ
キスアゾ化合物を用いたインクであっても、記録される画像の光学濃度は依然として不十
分であった。
【００１０】
　特許文献５及び６で提案されたテトラキスアゾ化合物の一部は、トリスアゾ化合物に比
べてπ電子が多く、最大吸収波長が長波長領域にシフトするので画像の光学濃度はある程
度向上しやすい。さらに、特許文献５及び６で提案されたテトラキスアゾ化合物のうち、
電子吸引性基を有する化合物を用いると、画像の耐オゾン性も向上する。しかし、特許文
献５及び６で提案されたテトラキスアゾ化合物を用いたインクであっても、記録される画
像の光学濃度についてはさらなる改良の余地があった。
【００１１】
　本発明者らは、特許文献５及び６で提案されたテトラキスアゾ化合物のうち、耐オゾン
性を高めやすい化合物として、電子吸引性基を有する化合物についての検討を行う過程に
おいて、この化合物特有の問題点を見出した。この色材は芳香環が少なく、また含窒素ヘ
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テロ環も有しない。そのため、このような色材は分極しにくく、会合しにくい。このこと
に起因する問題として、この化合物を含有するインクで記録した画像を高湿度の環境で保
存すると、水分によって色材が滲み出す現象が生じ、すなわち耐湿性が低下する場合があ
ることを見出した。そこで、耐湿性を向上するための手法について検討したところ、その
手法によっては、耐湿性は向上するものの、インクの耐固着性が低下する場合があること
を見出した。
【００１２】
　したがって、本発明の目的は、耐固着性に優れているとともに、光学濃度が高く、耐オ
ゾン性及び耐湿性に優れた画像を記録可能なインクを提供することにある。また、本発明
の別の目的は、前記インクを用いたインクカートリッジ、及びインクジェット記録方法を
提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記の目的は以下の本発明によって達成される。すなわち、本発明によれば、色材及び
水溶性有機溶剤を含有するインクジェット用のインクであって、前記色材が、下記一般式
（Ｉ）で表される化合物を含み、前記水溶性有機溶剤が、下記一般式（ＩＩ）で表される
化合物、及び、炭素数４乃至６の直鎖両末端アルカンジオールを含み、インク全質量を基
準とした、下記一般式（ＩＩ）で表される化合物の含有量Ａ（質量％）が、４．０質量％
以上１２．０質量％以下であり、かつ、前記アルカンジオールの含有量Ｂ（質量％）に対
する質量比率（Ａ／Ｂ）で、２．５倍以上４．０倍以下であることを特徴とするインクが
提供される。
【００１４】

（前記一般式（Ｉ）中、Ｒ1及びＲ3は、それぞれ独立に、水素原子、ハロゲン原子、シア
ノ基、ヒドロキシ基、カルボン酸基、スルホン酸基、ホスホン酸基、スルファモイル基、
Ｎ－アルキルアミノスルホニル基、アルキルスルホニル基、ニトロ基、アシル基、ウレイ
ド基、アルキル基、アルコキシ基、アシルアミノ基、又はアルキルスルホニルアミノ基を
表し、Ｒ2は、水素原子、又はスルホン酸基を表し、ｎは、０又は１を表し、Ｍは、それ
ぞれ独立に、水素原子、アルカリ金属、アンモニウム、又は有機アンモニウムを表す）
【００１５】
　Ｒ4－［Ａ］－Ｒ5　　・・・（ＩＩ）
（前記一般式（ＩＩ）中、－［Ａ］－は、－Ｓ－又は－Ｓ（＝Ｏ）2－を表し、Ｒ4及びＲ

5は、それぞれ独立に、アルキル基又はヒドロキシアルキル基を表す）
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、耐固着性に優れているとともに、光学濃度が高く、耐オゾン性及び耐
湿性に優れた画像を記録可能なインクを提供することができる。また、本発明によれば、
このインクを用いたインクカートリッジ、及びインクジェット記録方法を提供することが
できる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明のインクカートリッジの一実施形態を模式的に示す断面図である。
【図２】本発明のインクジェット記録方法に用いられるインクジェット記録装置の一例を
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模式的に示す図であり、（ａ）はインクジェット記録装置の主要部の斜視図、（ｂ）はヘ
ッドカートリッジの斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下に、好ましい実施の形態を挙げて、さらに本発明を詳細に説明する。なお、本発明
においては、化合物が塩である場合は、インク中では塩はイオンに解離して存在している
が、便宜上、「塩を含有する」と表現する。また、インクジェット用のインクのことを、
単に「インク」と記載することがある。また、本発明において、常温（２０～２５℃）で
固体であっても、水に溶解させて水溶液とした場合に、色材などの成分を溶解又は分散さ
せる溶媒となりうるものであれば、水溶性有機溶剤に含まれるものとする。
【００１９】
　ブラック色材の分子構造と画像の光学濃度とは、以下のような関係を有すると考えられ
る。一般的に、可視光領域（概ね３８０～８３０ｎｍ）における光の反射率が低い画像は
光学濃度が高く認識されやすい。また、ＣＩＥ（国際照明委員会）により規定された「標
準明所分光視感効率曲線」にあるように、人間が最も明るく感じる、すなわち光学濃度が
低く感じる波長は、５５５ｎｍ付近である。すなわち、画像の光学濃度を高めるためには
、可視光領域のなかでも、特に５５５ｎｍ付近の光の反射率が低い、すなわち、５５５ｎ
ｍ付近の吸収特性の高いブラック色材を用いることが重要である。特許文献５及び６で提
案された電子吸引性基を有するテトラキスアゾ化合物の最大吸収波長は、５７０ｎｍ付近
である。一方、特許文献３で提案された３つのナフタレン環を有するテトラキスアゾ化合
物の最大吸収波長は、６４０ｎｍ付近までシフトしている。さらに、特許文献４で提案さ
れた含窒素ヘテロ環を有するテトラキスアゾ化合物の最大吸収波長は、６００ｎｍ付近で
ある。このため、一般式（Ｉ）で表される化合物（電子吸引性基を有するテトラキスアゾ
化合物）を用いると、他のテトラキスアゾ化合物を用いた場合と比べて、より光学濃度の
高い画像を記録することができると考えられる。
【００２０】
　普通紙などの記録媒体では色材（染料）が記録媒体の表面近傍に留まりにくいため、画
像の光学濃度が低く見えやすい。このため、普通紙などの記録媒体に記録した画像の光学
濃度の向上には、色材そのものの発色性の向上が重要である。また、記録した画像が長期
間保存されることが多い、光沢紙などの記録媒体では、画像の耐オゾン性の向上が重要で
ある。ブラック色材である一般式（Ｉ）で表される化合物を含有するインクを用いれば、
耐オゾン性及び光学濃度に優れた画像を記録することができる。しかし、本発明者らが、
一般式（Ｉ）で表される化合物を含有するインクを用いて記録した画像、及びインクの信
頼性について検討したところ、先に述べたように、画像の耐湿性及びインクの耐固着性に
ついて課題を有することが判明した。
【００２１】
　一般式（Ｉ）で表される化合物は、従来のブラック色材であるテトラキスアゾ化合物に
比べて芳香環の数が少なく、かつ、含窒素ヘテロ環が導入されていない。これは、高い光
学濃度を有する画像を記録可能とするために、最大吸収波長が５５５ｎｍ前後となる吸収
特性を示すように設計されているからである。このような分子設計に起因して、一般式（
１）で表される化合物は分極しにくい。したがって、一般式（１）で表される化合物は記
録媒体のカチオン性成分（アルミナ及びその水和物、カチオン性樹脂、填料など）に吸着
しにくい。また、一般式（１）で表される化合物は会合しにくいため、一般式（Ｉ）で表
される化合物を含有するインクで記録した画像を高湿度の環境で保存すると、色材が移動
しやすくなる。その結果、画像が滲むという現象が生ずると考えらえる。
【００２２】
　このような状況の下、本発明者らは、一般式（Ｉ）で表される化合物を含有するインク
で記録した画像の耐湿性を向上させるための検討を行った。まず、水溶性有機溶剤の種類
が異なる複数のインクを調製して画像を記録し、得られた各画像を高湿度の環境で保存し
た。そして、保存前後の画像の滲みを観察した。その結果、水溶性有機溶剤として炭素数
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が４以上のアルカンジオールを用いた場合には、画像の滲みが抑制されることが判明した
。本発明者らがさらに検討したところ、ヒドロキシ基を直鎖状の炭化水素鎖の両末端に有
する炭素数４以上のアルカンジオールを用いることで、光学濃度を低下させることなく耐
湿性が向上した画像を記録可能となることを見出した。この理由を本発明者らは以下のよ
うに推測している。
【００２３】
　一般式（Ｉ）で表される化合物を含有するインクに、炭素数が４以上のアルカンジオー
ルを使用しても、極性が低い水溶性有機溶剤である炭素数４以上のアルカンジオールは、
インク中においては一般式（Ｉ）で表される化合物への作用が小さい。しかし、記録媒体
に画像を記録した後は、水などの液体成分の蒸発に伴い、疎水性相互作用により、一般式
（Ｉ）で表される化合物の近傍にアルカンジオールが存在しやすくなる。このため、近傍
に存在する水和水が減少することによって一般式（Ｉ）で表される化合物が不安定化し、
化合物の分子同士が集まってクラスターが形成される。一般式（Ｉ）で表される化合物に
よって形成されたクラスターは、一般式（Ｉ）で表される化合物に比べて分子サイズが大
きいため、記録媒体内を移動しにくくなる。その結果、画像の耐湿性が向上すると考えら
れる。
【００２４】
　一方、炭素数４未満のアルカンジオールやアルカントリオールを水溶性有機溶剤として
用いると、アルカンジオールの極性が高いために十分な疎水効果を得ることができず、一
般式（Ｉ）で表される化合物はクラスターを形成しにくくなる。このため、画像の耐湿性
は向上しないと考えられる。また、ヒドロキシ基が炭化水素鎖の両末端に存在しないアル
カンジオールや、分岐した炭化水素鎖を有するアルカンジオールを用いると、記録媒体へ
のインクの浸透性が高まるために画像の光学濃度が低下すると考えられる。
【００２５】
　次に、本発明者らは、ヒドロキシ基を直鎖状の炭化水素鎖の両末端に有する炭素数４以
上のアルカンジオールのみを水溶性有機溶剤として含有するインクを用いて種々の検討を
行った。具体的には、調製した上記のインクをインクジェット記録装置に搭載して長期間
放置した後、正常な吐出が可能となるまでの回復性について検討した。その結果、回復性
が良好ではなく、正常に吐出できない場合があることがわかった。そして、正常に吐出で
きなかった記録ヘッドの吐出口を観察すると、吐出の回復操作を行ったにもかかわらず吐
出口付近に色材の析出が認められた。すなわち、水溶性有機溶剤を単に画像の耐湿性を向
上させる効果を有するという観点のみで選択して用いると、インクの耐固着性が著しく低
下することが判明した。
【００２６】
　なお、本発明における「インクの耐固着性が優れる」とは、以下のことを意味する。す
なわち、インクを装置に搭載した状態で長期間放置した場合などに生じやすい吐出口付近
に析出した色材などによる記録ヘッドの目詰まりに対して、正常な吐出が可能となるまで
に回復する際に要する吐出の回復操作の回数が少なくて済むことを意味する。このため、
「耐固着性に優れたインク」は、より少ない回復操作の回数で正常な吐出が可能となるも
のである。
【００２７】
　そこで、本発明者らは、一般式（Ｉ）で表される化合物及びヒドロキシ基を直鎖状の炭
化水素鎖の両末端に有する炭素数４以上のアルカンジオールと併用する水溶性有機溶剤に
ついて検討を行った。その結果、一般式（Ｉ）で表される化合物を含有するインクを調製
する場合には、上記のアルカンジオールとともに、後述する一般式（ＩＩ）で表される化
合物を併用する必要があることを見出した。
【００２８】
　一般式（ＩＩ）で表される化合物のような含硫黄化合物は、一般的にπ電子をもった芳
香環と強い相互作用を示す。具体的には、一般式（ＩＩ）で表される化合物の硫黄原子の
ｄ軌道と、一般式（Ｉ）で表される化合物のπ電子との間で、強い相互作用が生じる。一
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般式（Ｉ）で表される化合物及び前記アルカンジオールを含有するインクを装置に搭載し
た状態で長期間放置すると、吐出口付近において水などの液体成分が蒸発することにより
、一般式（Ｉ）で表される化合物がより多くのクラスターを形成する。ここで、一般式（
ＩＩ）で表される化合物をさらに含有するインクの場合、吐出口付近の水などの液体成分
の量が微量であると、一般式（Ｉ）で表される化合物はクラスターに吸着すると考えられ
る。その結果、クラスターの成長が抑制されるとともに、形成されたクラスター同士の間
に一般式（ＩＩ）で表される化合物が存在することになる。このため、一般式（Ｉ）で表
される化合物が析出した場合であっても、析出物の凝集性は低く、目詰まりが生じてもよ
り少ない回復操作により正常な吐出が可能となる。
【００２９】
　また、一般式（ＩＩ）で表される化合物に代えて、一般式（Ｉ）で表される化合物の溶
解性が高いグリセリン、トリエチレングリコール、２－ピロリドン、尿素などの水溶性有
機溶剤を用いた場合について検討した。その結果、インクの耐固着性が改善する効果は、
一般式（ＩＩ）で表される化合物に比べて小さいことがわかった。特に、尿素などの高保
湿性の水溶性有機溶剤を多く使用すると、耐固着性は改善されるものの、耐湿性が不十分
となる。これは、高湿度の環境において尿素が水分を引き寄せやすく、この水分によって
色材が移動しやすくなるためである。このことから、一般式（Ｉ）で表される化合物を含
有するインクの耐固着性は、一般式（Ｉ）で表される化合物の溶解性を単に高めるだけで
は改善しないことがわかった。そして、一般式（Ｉ）で表される化合物と強く相互作用す
ることにより、クラスターの成長を抑制しうる水溶性有機溶剤を用いることが重要である
ことがわかった。
【００３０】
　本発明者らは、ここまでの結論を踏まえた上でさらなる検討を行った結果、以下に示す
構成が重要であることを見出した。すなわち、一般式（ＩＩ）で表される化合物及び炭素
数４乃至６の直鎖両末端アルカンジオールを適切な含有量及び質量比率で併用することに
より、画像の耐湿性とインクの耐固着性を両立しうることを見出した。具体的には、一般
式（ＩＩ）で表される化合物の含有量Ａ（質量％）が、４．０質量％以上１２．０質量％
以下であり、かつ、上記のアルカンジオールの含有量Ｂ（質量％）に対する質量比率（Ａ
／Ｂ）で、２．５倍以上４．０倍以下であればよいことを見出した。
【００３１】
　一般式（ＩＩ）で表される化合物の含有量Ａ（質量％）が４．０質量％未満であると、
一般式（Ｉ）で表される化合物のクラスターに対する吸着が不十分になる。このため、ク
ラスターの成長を抑制することができず、インクの耐固着性が不十分となる。一方、一般
式（ＩＩ）で表される化合物の含有量Ａ（質量％）が１２．０質量％超であると、インク
の耐固着性は十分であるが、上記のアルカンジオールによって一般式（Ｉ）で表される化
合物のクラスター化が阻害される。このため、画像の耐湿性が不十分となる。
【００３２】
　また、一般式（ＩＩ）で表される化合物の含有量Ａ（質量％）が、上記のアルカンジオ
ールの含有量Ｂ（質量％）に対する質量比率（Ａ／Ｂ）で、２．５倍未満であると、クラ
スターの成長を抑制することができず、インクの耐固着性が不十分となる。一方、一般式
（ＩＩ）で表される化合物の含有量Ａ（質量％）が、上記のアルカンジオールの含有量Ｂ
（質量％）に対する質量比率（Ａ／Ｂ）で、４．０倍超であると、上記のアルカンジオー
ルによって一般式（Ｉ）で表される化合物のクラスター化が阻害される。このため、画像
の耐湿性が不十分となる。
【００３３】
　さらに、炭素数４乃至６の直鎖両末端アルカンジオールに代えて、炭素数が６を超える
直鎖両末端アルカンジオールを用いると、一般式（Ｉ）で表される化合物のクラスター形
成が促進されてしまい、インクの耐固着性が不十分となる。
【００３４】
　なお、一般式（ＩＩ）で表される化合物及び炭素数４乃至６の直鎖両末端アルカンジオ
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ールを適切な含有量及び質量比率で用いても、特許文献６で提案された電子吸引性基を有
するテトラキスアゾ化合物を用いた場合は、耐固着性が不十分であることがわかった。こ
れは、上記のテトラキスアゾ化合物は、その構造に起因してクラスターの成長が急激に進
みやすいためであると考えられる。
【００３５】
＜インク＞
　以下、本発明のインクを構成する成分やインクの物性について詳細に説明する。
【００３６】
（色材）
［一般式（Ｉ）で表される化合物］
　本発明のインクジェット用のインクは、下記一般式（Ｉ）で表される化合物を含む色材
（染料）を含有する。インク中の一般式（Ｉ）で表される化合物の含有量Ｃ（質量％）は
、インク全質量を基準として、０．１質量％以上１０．０質量％以下であることが好まし
く、１．０質量％以上６．０質量％以下であることがさらに好ましい。特に、３．６質量
％以上６．０質量％以下であることが好ましい。
【００３７】

【００３８】
　一般式（Ｉ）中、Ｒ1及びＲ3は、それぞれ独立に、水素原子、ハロゲン原子、シアノ基
、ヒドロキシ基、カルボン酸基、スルホン酸基、ホスホン酸基、スルファモイル基、Ｎ－
アルキルアミノスルホニル基、アルキルスルホニル基、ニトロ基、アシル基、ウレイド基
、アルキル基、アルコキシ基、アシルアミノ基、又はアルキルスルホニルアミノ基を表す
。
【００３９】
　ハロゲン原子としては、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子などを挙げるこ
とができる。
【００４０】
　Ｎ－アルキルアミノスルホニル基中のアルキル基の炭素数は、１乃至４であることが好
ましい。Ｎ－アルキルアミノスルホニル基としては、Ｎ－メチルアミノスルホニル基、Ｎ
－エチルアミノスルホニル基、Ｎ－（ｎ－ブチル）アミノスルホニル基、Ｎ，Ｎ－ジメチ
ルアミノスルホニル基、Ｎ，Ｎ－ジ（ｎ－プロピル）アミノスルホニル基などを挙げるこ
とができる。
【００４１】
　アルキルスルホニル基には、置換又は無置換のアルキルスルホニル基が含まれる。アル
キルスルホニル基中のアルキル基の炭素数は、１乃至４であることが好ましい。また、置
換基としてはヒドロキシ基を挙げることができる。アルキルスルホニル基としては、メチ
ルスルホニル、エチルスルホニル、プロピルスルホニル、ブチルスルホニルなどの無置換
アルキルスルホニル基；ヒドロキシエチルスルホニル、２－ヒドロキシプロピルスルホニ
ルなどの置換アルキルスルホニル基などを挙げることができる。
【００４２】
　アシル基には、脂肪族アシル基が含まれる。アシル基中のアルキル基の炭素数は、１乃
至４であることが好ましい。アシル基としては、アセチル、プロピオニル、ブチリル、イ
ソブチリルなどを挙げることができる。
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【００４３】
　アルキル基には、置換又は無置換のアルキル基、及び直鎖又は分岐鎖のアルキル基が含
まれる。アルキル基の炭素数は１乃至４であることが好ましい。また、置換基としては、
ヒドロキシ基、アルコキシ基（炭素数は１乃至４が好ましい）を挙げることができる。ア
ルキル基としては、メチル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、イソブ
チル、ｓｅｃ－ブチル、ｔｅｒｔ－ブチルなどの無置換アルキル基；２－ヒドロキシエチ
ル、２－ヒドロキシプロピル、３－ヒドロキシプロピル、メトキシエチル、２－エトキシ
エチル、ｎ－プロポキシエチル、イソプロポキシエチル、ｎ－ブトキシエチル、メトキシ
プロピル、エトキシプロピル、ｎ－プロポキシプロピル、イソプロポキシブチル、ｎ－プ
ロポキシブチルなどの置換アルキル基などを挙げることができる。
【００４４】
　アルコキシ基には、置換又は無置換のアルコキシ基が含まれる。アルコキシ基の炭素数
は１乃至４であることが好ましい。置換基としては、ヒドロキシ基、スルホン酸基、カル
ボン酸基を挙げることができる。アルコキシ基としては、メトキシ、エトキシ、ｎ－プロ
ポキシ、イソプロポキシ、ｎ－ブトキシ、ｓｅｃ－ブトキシ、ｔｅｒｔ－ブトキシなどの
無置換アルコキシ基；２－ヒドロキシエトキシ、２－ヒドロキシプロポキシ、３－ヒドロ
キシプロポキシ、メトキシエトキシ、エトキシエトキシ、ｎ－プロポキシエトキシ、イソ
プロポキシエトキシ、ｎ－ブトキシエトキシ、メトキシプロポキシ、エトキシプロポキシ
、ｎ－プロポキシプロポキシ、イソプロポキシブトキシ、ｎ－プロポキシブトキシ、２－
ヒドロキシエトキシエトキシ、カルボキシメトキシ、２－カルボキシエトキシ、３－カル
ボキシプロポキシ、３－スルホプロポキシ、４－スルホブトキシなどの置換アルコキシ基
などを挙げることができる。
【００４５】
　アシルアミノ基には、脂肪族アシルアミノ基が含まれる。アシルアミノ基中のアルキル
の炭素数は、１乃至４であることが好ましい。アシル基としては、アセチルアミノ、プロ
ピオニルアミノ、ブチリルアミノ、イソブチリルアミノなどを挙げることができる。
【００４６】
　アルキルスルホニルアミノ基の炭素数は１乃至４であることが好ましい。アルキルスル
ホニルアミノ基としては、メチルスルホニルアミノ、エチルスルホニルアミノ、プロピル
スルホニルアミノなどを挙げることができる。
【００４７】
　一般式（Ｉ）中、Ｒ2は、水素原子、又はスルホン酸基を表す。
【００４８】
　一般式（Ｉ）中、ｎは、０又は１を表す。ｎが０である場合、一般式（Ｉ）中の該当す
る位置にスルホン酸基が結合しておらず、代わりに水素原子が結合していることを意味す
る。
【００４９】
　一般式（Ｉ）中、Ｍは、それぞれ独立に、水素原子、アルカリ金属、アンモニウム、又
は有機アンモニウムを表す。アルカリ金属としては、リチウム、ナトリウム、カリウムな
どを挙げることができる。有機アンモニウムとしては、メチルアミン、エチルアミンなど
の炭素数１以上３以下のアルキルアミン類；モノエタノールアミン、ジエタノールアミン
、トリエタノールアミン、モノイソプロパノールアミン、ジイソプロパノールアミン、ト
リイソプロパノールアミンなどの炭素数１以上４以下のモノ、ジ又はトリアルカノールア
ミン類などを挙げることができる。本発明においては、一般式（Ｉ）中のＭが、いずれも
ナトリウムであることが好ましい。
【００５０】
　上記のカルボン酸基、スルホン酸基、及びホスホン酸基は、遊離酸型（Ｈ型）であって
もよく、塩型であってもよい。カルボン酸基などが塩型である場合（塩を形成する場合）
のカウンターイオンとしては、アルカリ金属、アンモニウム、有機アンモニウムのカチオ
ンを挙げることができる。
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【００５１】
　一般式（Ｉ）で表される化合物は、下記一般式（ＩＩＩ）で表される化合物であること
が好ましい。一般式（Ｉ）で表される化合物のなかでも、一般式（ＩＩＩ）で表される化
合物は溶解性が高い。このため、一般式（ＩＩＩ）で表される化合物は耐固着性をより向
上させることができる。
【００５２】

【００５３】
　一般式（ＩＩＩ）中、Ｍは、それぞれ独立に、水素原子、アルカリ金属、アンモニウム
、又は有機アンモニウムを表す。一般式（Ｉ）で表される化合物の好適例を遊離酸型で表
すと、以下に示す例示化合物１～７を挙げることができる。勿論、本発明においては、一
般式（Ｉ）の構造及びその定義に包含されるものであれば、一般式（Ｉ）で表される化合
物は以下に示す例示化合物に限定されない。本発明においては、以下に示す例示化合物の
なかでも例示化合物１及び３が好ましく、例示化合物１がさらに好ましい。
【００５４】
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【００５６】
　インク全質量を基準とした、一般式（Ｉ）で表される化合物の含有量を「含有量Ｃ（質
量％）」とする。また、インク全質量を基準とした、一般式（ＩＩ）で表される化合物の
含有量を「含有量Ａ（質量％）」とする。さらに、インク全質量を基準とした、特定のア
ルカンジオールの含有量を「含有量Ｂ（質量％）」とする。この場合、含有量Ｃ（質量％
）は、含有量Ａ（質量％）及び含有量Ｂ（質量％）の合計に対する質量比率（Ｃ／（Ａ＋
Ｂ））で、０．１５倍以上１．００倍以下であることが好ましい。Ｃ／（Ａ＋Ｂ）が０．
１５倍未満であると、一般式（Ｉ）で表される化合物がクラスターを十分に形成しないた
め、画像の耐湿性を向上させる効果が弱まる場合がある。一方、Ｃ／（Ａ＋Ｂ）が１．０
０倍超であると、クラスターの成長を抑制しきれず、インクの耐固着性が低下する場合が
ある。
【００５７】
［その他の色材］
　本発明のインクには、色材として、一般式（Ｉ）で表される化合物に加えて、その他の
色材を含有させることができる。このような色材としては、シアン、マゼンタ、イエロー
、レッド、ブルー、グリーン、及びブラックなどに分類されるいずれの色相のものを用い
てもよい。その他の色材としては染料が好ましく、なかでもアニオン性染料が特に好まし
い。その他の色材を使用する場合、インク中の一般式（Ｉ）で表される化合物の含有量（
質量％）の、全色材に占める割合は、５０．０質量％以上であることが好ましく、７２．
０％質量以上であることがさらに好ましい。また、前記上記の割合は、９５．０質量％以
下であることが好ましく、７８．０質量％以下であることがさらに好ましい。このような
割合とすることで、ブラックインクとして好ましいニュートラルな色調とすることができ
る。
【００５８】
　また、その他の色材（染料）が、下記一般式（ＩＶ）で表される化合物であることが好
ましい。インク全質量を基準とした、一般式（ＩＶ）で表される化合物の含有量（質量％
）は、０．１質量％以上１０．０質量％以下であることが好ましく、１．０質量％以上６
．０質量％以下であることがさらに好ましい。また、一般式（Ｉ）で表される化合物及び
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一般式（ＩＶ）で表される化合物を色材として用いる場合、ぞれぞれの色材の含有量は以
下のようにすることが好ましい。すなわち、インク全質量を基準とした、一般式（Ｉ）で
表される化合物及び一般式（ＩＶ）で表される化合物の合計の含有量（質量％）は、０．
１質量％以上１０．０質量％以下であることが好ましい。また、１．０質量％以上６．０
質量％以下であることがさらに好ましい。インク全質量を基準とした、一般式（Ｉ）で表
される化合物の含有量Ｃ（質量％）は、一般式（ＩＶ）で表される化合物の含有量Ｄ（質
量％）に対する質量比率（Ｃ／Ｄ）で、０．８倍以上１８．０倍以下であることが好まし
い。また、１．０倍以上５．０倍以下であることが好ましく、１．５倍以上３．５倍以下
であることが特に好ましい。
【００５９】

【００６０】
　一般式（ＩＶ）で表される化合物を用いると、一般式（Ｉ）で表される化合物のみを色
材として用いる場合と比較して、インクの耐固着性をより向上させることができる。この
理由を本発明者らは以下のように推測している。水などの液体成分がインクから蒸発する
のに伴い、一般式（Ｉ）で表される化合物はクラスターを形成し、さらには形成されたク
ラスター同士が引き寄せ合った後に析出する。この一連の過程において、一般式（Ｉ）で
表される化合物と類似骨格を有する一般式（ＩＶ）で表される化合物が、一般式（Ｉ）で
表される化合物のクラスターに配向すると考えられる。その結果、一般式（Ｉ）で表され
る化合物が析出した場合であっても、凝集性の低い析出物となり、少ない回復操作で正常
な吐出に回復すると推測される。
【００６１】
　一般式（ＩＶ）中、Ｒ6は、それぞれ独立に、水素原子又はアルキル基を表す。アルキ
ル基には、置換又は無置換のアルキル基、及び直鎖又は分岐鎖のアルキル基が含まれる。
アルキル基の炭素数は１乃至４であることが好ましい。また、置換基としては、ヒドロキ
シ基、アルコキシ基（炭素数は１乃至４が好ましい）を挙げることができる。アルキル基
としては、メチル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、イソブチル、ｓ
ｅｃ－ブチル、ｔｅｒｔ－ブチルなどの無置換アルキル基；２－ヒドロキシエチル、２－
ヒドロキシプロピル、３－ヒドロキシプロピル、メトキシエチル、２－エトキシエチル、
ｎ－プロポキシエチル、イソプロポキシエチル、ｎ－ブトキシエチル、メトキシプロピル
、エトキシプロピル、ｎ－プロポキシプロピル、イソプロポキシブチル、ｎ－プロポキシ
ブチルなどの置換アルキル基などを挙げることができる。
【００６２】
　一般式（ＩＶ）中、Ｒ7は、カルボン酸基及びスルホン酸基の少なくとも一方を有する
脂肪族アミン残基を表す。脂肪族アミン残基としては、アルキルの炭素数が１乃至５のア
ミン残基にカルボン酸基及びスルホン酸基の少なくとも一方が置換したものを挙げること
ができ、モノアルキルアミン残基、ジアルキルアミン残基などが好ましい。カルボン酸基
及びスルホン酸基の少なくとも一方を有する脂肪族アミン残基としては、アミノ－炭素数
１乃至５のアルキルカルボン酸、ジイミノ－炭素数１乃至５のアルキルカルボン酸、アミ
ノ－炭素数１乃至５のアルキルスルホン酸、ジイミノ－炭素数１乃至５のアルキルスルホ
ン酸などを挙げることができる。
【００６３】
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　一般式（ＩＶ）中、Ｍは、それぞれ独立に、水素原子、アルカリ金属、アンモニウム、
又は有機アンモニウムを表す。アルカリ金属としては、リチウム、ナトリウム、カリウム
などを挙げることができる。有機アンモニウムとしては、メチルアミン、エチルアミンな
どの炭素数１以上３以下のアルキルアミン類；モノエタノールアミン、ジエタノールアミ
ン、トリエタノールアミン、モノイソプロパノールアミン、ジイソプロパノールアミン、
トリイソプロパノールアミンなどの炭素数１以上４以下のモノ、ジ又はトリアルカノール
アミン類などを挙げることができる。
【００６４】
　なお、上記のカルボン酸基及びスルホン酸基は、遊離酸型（Ｈ型）であってもよく、塩
型であってもよい。塩を形成する場合のカウンターイオンとしては、アルカリ金属、アン
モニウム、有機アンモニウムのカチオンを挙げることができる。
【００６５】
　一般式（ＩＶ）で表される化合物の好適例を遊離酸型で表すと、下記一般式（ＩＶ’）
中のＲ7が表１に示す脂肪族アミン残基である例示化合物８～１９を挙げることができる
。勿論、本発明においては、一般式（ＩＶ）の構造及びその定義に包含されるものであれ
ば、一般式（ＩＶ）で表される化合物は以下に示す例示化合物に限定されない。本発明に
おいては、以下に示す例示化合物のなかでも例示化合物８、１２、及び１６が好ましい。
【００６６】

【００６７】

【００６８】
（一般式（ＩＩ）で表される化合物）
　本発明のインクは、下記一般式（ＩＩ）で表される化合物を含む水溶性有機溶剤を含有
する。インク全質量を基準とした、一般式（ＩＩ）で表される化合物の含有量Ａ（質量％
）は、４．０質量％以上１２．０質量％以下であり、好ましくは８．０質量％以上１２．
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０質量％以下である。
【００６９】
　Ｒ4－［Ａ］－Ｒ5　　・・・（ＩＩ）
【００７０】
　一般式（ＩＩ）中、－［Ａ］－は、－Ｓ－又は－Ｓ（＝Ｏ）2－を表す。また、一般式
（ＩＩ）中、Ｒ4及びＲ5は、それぞれ独立に、アルキル基又はヒドロキシアルキル基を表
す。アルキル基には、直鎖又は分岐鎖のアルキル基が含まれる。アルキル基の炭素数は１
乃至４であることが好ましい。アルキル基としては、メチル、エチル、ｎ－プロピル、イ
ソプロピル、ｎ－ブチル、イソブチル、ｓｅｃ－ブチル、ｔｅｒｔ－ブチルなどを挙げる
ことができる。また、ヒドロキシアルキル基には、直鎖又は分岐鎖のヒドロキシアルキル
基が含まれる。ヒドロキシアルキル基の炭素数は１乃至４であることが好ましい。ヒドロ
キシアルキル基としては、ヒドロキシメチル基、ヒドロキシエチル基、ヒドロキシプロピ
ル基、ヒドロキシブチル基などを挙げることができる。
【００７１】
　一般式（ＩＩ）で表される化合物の具体例としては、ジメチルスルホン、（２－ヒドロ
キシエチル）メチルスルホン、チオジグリコール、ビス（２－ヒドロキシエチル）スルホ
キシド、ビス（２－ヒドロキシエチル）スルホンなどを挙げることができる。本発明にお
いては、一般式（ＩＩ）で表される化合物として、ビス（２－ヒドロキシエチル）スルホ
ンを用いることが好ましい。ビス（２－ヒドロキシエチル）スルホンは、電子吸引性が特
に高いスルホニル基を有するため、一般式（Ｉ）で表される化合物がクラスターを形成し
て析出する一連の過程において、クラスターへの吸着性が特に高い。このため、析出した
場合であっても、凝集性の低い析出物となるので、少ない回復操作で正常な吐出に回復さ
せることができる。
【００７２】
（炭素数４乃至６の直鎖両末端アルカンジオール）
　本発明のインクに含有させる水溶性有機溶剤は、一般式（ＩＩ）で表される化合物とと
もに炭素数４乃至６の直鎖両末端アルカンジオール（以下、「特定のアルカンジオール」
とも記す）を含む。インク全質量を基準とした、特定のアルカンジオールの含有量Ｂ（質
量％）は、１．０質量％以上５．０質量％以下であることが好ましい。
【００７３】
　上記特定のアルカンジオールとしては、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジ
オール、１，６－ヘキサンジオールを挙げることができる。なかでも、１，５－ペンタン
ジオールが好ましい。１，５－ペンタンジオールを用いることで、さらに高い光学濃度を
有する画像を記録可能なインクとすることができる。この理由を本発明者らは以下のよう
に推測している。
【００７４】
　前述の通り、インク中の水などの液体成分の減少に伴い、特定のアルカンジオールは一
般式（Ｉ）で表される化合物の近傍に存在することとなり、一般式（Ｉ）で表される化合
物のクラスターの形成を促進させる。アルカンジオールの炭素数が多く、疎水性が高いほ
ど、一般式（Ｉ）で表される化合物のクラスターの形成を促進させる効果は大きい。但し
、アルカンジオールは一般式（Ｉ）で表される化合物に疑似的に吸着するため、一般式（
Ｉ）で表される化合物の親水性は高まることになる。その結果、このようなインクを用い
て記録すると、一般式（Ｉ）で表される化合物が記録媒体に浸透してしまい、画像の光学
濃度が低下すると考えられる。一方、アルカンジオールの炭素数が少なく、疎水性が低い
ほど、一般式（Ｉ）で表される化合物のクラスターの形成を促進させる効果は小さく、画
像の耐湿性は低下する傾向にある。以上のことから、特定のアルカンジオールのなかでも
、１，５－ペンタンジオールは一般式（Ｉ）で表される化合物に対して絶妙な位置に存在
することとなるため、光学濃度を低下させることなく、画像の耐湿性を向上させることが
できると考えられる。
【００７５】
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　なお、特許文献３及び４で提案されたトリスアゾ化合物を色材として用いた場合、水溶
性有機溶剤として１，５－ペンタンジオールを併用しても、１，５－ペンタンジオールは
これらの色材に吸着しやすいので、画像の光学濃度は低下してしまう。すなわち、１，５
－ペンタンジオールは、一般式（Ｉ）で表される化合物と組み合わせた場合に上記の特有
の効果を生じさせる。
【００７６】
（水性媒体）
　本発明のインクには、水、又は水及び水溶性有機溶剤の混合溶媒である水性媒体を用い
ることができる。本発明においては、水性媒体として少なくとも水を含有する、水性のイ
ンクとすることが好ましい。水は、脱イオン水（イオン交換水）を用いることが好ましい
。インク中の水の含有量（質量％）は、インク全質量を基準として、１０．０質量％以上
９０．０質量％以下であることが好ましい。
【００７７】
　水溶性有機溶剤は、水溶性であれば特に制限はなく、上記のアルカンジオール及び一般
式（ＩＩ）で表される化合物以外に、アルコール、多価アルコール、ポリグリコール、グ
リコールエーテル、含窒素極性溶媒、含硫黄極性溶媒などを用いることができる。インク
中の水溶性有機溶剤の含有量（質量％）は、インク全質量を基準として、５．０質量％以
上９０．０質量％以下、さらには１０．０質量％以上５０．０質量％以下であることが好
ましい。なお、水溶性有機溶剤の含有量は、一般式（ＩＩ）で表される化合物及び炭素数
４乃至６の直鎖両末端アルカンジオールの含有量を含む値である。水溶性有機溶剤の含有
量が上記した範囲を外れると、高いレベルのインクの吐出安定性が十分に得られない場合
がある。
【００７８】
（その他の添加剤）
　本発明のインクは、上記した成分以外にも必要に応じて、界面活性剤、ｐＨ調整剤、防
錆剤、防腐剤、防黴剤、酸化防止剤、還元防止剤、蒸発促進剤、キレート化剤、及び水溶
性樹脂など、種々の添加剤を含有してもよい。
【００７９】
（その他のインク）
　フルカラーの画像などを形成するために、本発明のインクと、本発明のインクとは別の
色相を有するその他のインクとを組み合わせて用いることができる。その他のインクとし
ては、例えば、ブラックインク、シアンインク、マゼンタインク、イエローインク、レッ
ドインク、グリーンインク、及びブルーインクからなる群より選択される少なくとも一種
のインクを挙げることができる。また、これらのインクと実質的に同一の色相を有する、
いわゆる淡インクをさらに組み合わせて用いることもできる。その他のインクや淡インク
に用いられる色材は、公知の染料であっても、新規に合成された染料であってもよい。
【００８０】
（インクの物性）
　本発明のインクの２５℃における表面張力は、１０ｍＮ／ｍ以上６０ｍＮ／ｍ以下であ
ることが好ましく、２０ｍＮ／ｍ以上６０ｍＮ／ｍ以下であることがさらに好ましく、３
０ｍＮ／ｍ以上４０ｍＮ／ｍ以下であることが特に好ましい。インクの表面張力を上記し
た範囲内とすることで、インクジェット方式に適用した際に吐出口近傍の濡れによる吐出
よれ（インクの着弾点のズレ）などの発生を有効に抑制することが可能となる。インクの
表面張力は、インク中の界面活性剤や水溶性有機溶剤などの含有量を適宜設定することで
調整することができる。また、インクジェット方式の記録ヘッドの吐出口から吐出する際
に良好な吐出特性が得られるように、インクの粘度を調整することが好ましい。本発明の
インクの２５℃における粘度は、１．０ｍＰａ・ｓ以上５．０ｍＰａ・ｓであることが好
ましく、１．０ｍＰａ・ｓ以上３．０ｍＰａ・ｓ以下であることがさらに好ましい。
【００８１】
＜インクカートリッジ＞



(18) JP 6385289 B2 2018.9.5

10

20

30

40

　本発明のインクカートリッジは、インクと、このインクを収容するインク収容部とを備
える。そして、このインク収容部に収容されているインクが、上記で説明した本発明のイ
ンクである。図１は、本発明のインクカートリッジの一実施形態を模式的に示す断面図で
ある。図１に示すように、インクカートリッジの底面には、記録ヘッドにインクを供給す
るためのインク供給口１２が設けられている。インクカートリッジの内部はインクを収容
するためのインク収容部となっている。インク収容部は、インク収容室１４と、吸収体収
容室１６とで構成されており、これらは連通口１８を介して連通している。また、吸収体
収容室１６はインク供給口１２に連通している。インク収容室１４には液体のインク２０
が収容されており、吸収体収容室１６には、インクを含浸状態で保持する吸収体２２及び
２４が収容されている。インク収容部は、液体のインクを収容するインク収容室を持たず
、収容されるインク全量を吸収体により保持する形態であってもよい。また、インク収容
部は、吸収体を持たず、インクの全量を液体の状態で収容する形態であってもよい。さら
には、インク収容部と記録ヘッドとを有するように構成された形態のインクカートリッジ
としてもよい。
【００８２】
＜インクジェット記録方法＞
　本発明のインクジェット記録方法は、上記で説明した本発明のインクをインクジェット
方式の記録ヘッドから吐出して記録媒体に画像を記録する方法である。インクを吐出する
方式としては、インクに力学的エネルギーを付与する方式や、インクに熱エネルギーを付
与する方式が挙げられる。本発明においては、インクに熱エネルギーを付与してインクを
吐出する方式を採用することが特に好ましい。本発明のインクを用いること以外、インク
ジェット記録方法の工程は公知のものとすればよい。
【００８３】
　図２は、本発明のインクジェット記録方法に用いられるインクジェット記録装置の一例
を模式的に示す図であり、（ａ）はインクジェット記録装置の主要部の斜視図、（ｂ）は
ヘッドカートリッジの斜視図である。インクジェット記録装置には、記録媒体３２を搬送
する搬送手段（不図示）、及びキャリッジシャフト３４が設けられている。キャリッジシ
ャフト３４にはヘッドカートリッジ３６が搭載可能となっている。ヘッドカートリッジ３
６は記録ヘッド３８及び４０を具備しており、インクカートリッジ４２がセットされるよ
うに構成されている。ヘッドカートリッジ３６がキャリッジシャフト３４に沿って主走査
方向に搬送される間に、記録ヘッド３８及び４０から記録媒体３２に向かってインク（不
図示）が吐出される。そして、記録媒体３２が搬送手段（不図示）により副走査方向に搬
送されることによって、記録媒体３２に画像が記録される。
【実施例】
【００８４】
　以下、実施例及び比較例を挙げて本発明をさらに詳細に説明するが、本発明は、その要
旨を超えない限り、下記の実施例によって何ら限定されるものではない。なお、成分量に
関して「部」及び「％」と記載しているものは特に断らない限り質量基準である。
【００８５】
＜色材の合成＞
（化合物Ａ）
　特許文献５の記載を参考にして、遊離酸型として下記の構造式（１）で表される化合物
を合成した。その後、常法にしたがってイオン交換を行い、ナトリウム塩型の化合物（こ
の化合物を「化合物Ａ」と記載する）を得た。
【００８６】



(19) JP 6385289 B2 2018.9.5

10

20

30

40

50

【００８７】
（化合物Ｂ）
　特許文献５の記載を参考にして、遊離酸型として下記の構造式（２）で表される化合物
を合成した。その後、常法にしたがってイオン交換を行い、ナトリウム塩型の化合物（こ
の化合物を「化合物Ｂ」と記載する）を得た。
【００８８】

【００８９】
（化合物Ｃ）
　特許文献５の記載を参考にして、遊離酸型として下記の構造式（３）で表される化合物
を合成した。その後、常法にしたがってイオン交換を行い、ナトリウム塩型の化合物（こ
の化合物を「化合物Ｃ」と記載する）を得た。
【００９０】

【００９１】
（化合物Ｄ）
　特許文献３の記載を参考にして、遊離酸型として下記の構造式（４）で表される化合物
を合成した。その後、常法にしたがってイオン交換を行い、ナトリウム塩型の化合物（こ
の化合物を「化合物Ｄ」と記載する）を得た。
【００９２】

【００９３】
（化合物Ｅ）
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　特許文献４の記載を参考にして、遊離酸型として下記の構造式（５）で表される化合物
を合成した。その後、常法にしたがってイオン交換を行い、ナトリウム塩型の化合物（こ
の化合物を「化合物Ｅ」と記載する）を得た。
【００９４】

【００９５】
（化合物Ｆ）
　特許文献１の記載を参考にして、遊離酸型として下記の構造式（６）で表される化合物
を合成した。その後、常法にしたがってイオン交換を行い、ナトリウム塩型の化合物（こ
の化合物を「化合物Ｆ」と記載する）を得た。
【００９６】

【００９７】
（化合物Ｇ）
　特許文献２の記載を参考にして、遊離酸型として下記の構造式（７）で表される化合物
を合成した。その後、常法にしたがってイオン交換を行い、ナトリウム塩型の化合物（こ
の化合物を「化合物Ｇ」と記載する）を得た。
【００９８】

【００９９】
（化合物Ｈ）
　特許文献６の記載を参考にして、遊離酸型として下記の構造式（８）で表される化合物
を合成した。その後、常法にしたがってイオン交換を行い、ナトリウム塩型の化合物（こ
の化合物を「化合物Ｈ」と記載する）を得た。
【０１００】
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【０１０１】
　（化合物Ｉ）
　国際公開第２００６／００１２７４号の記載を参考にして、遊離酸型として下記の構造
式（９）で表される化合物を合成した。その後、常法にしたがってイオン交換を行い、ナ
トリウム塩の化合物（この化合物を「化合物Ｉ」と記載する）を得た。
【０１０２】

【０１０３】
＜インクの調製＞
　表２の上段に示す各成分（単位：％）を混合し、十分に撹拌した後、ポアサイズ０．２
０μｍのフィルターで加圧ろ過して各インクを調製した。なお、表２中の「アセチレノー
ルＥ１００」（川研ファインケミカル製）及び「サーフィノール１０５」（日信化学製）
は、ノニオン性界面活性剤の商品名である。また、表２の下段には、インク中の一般式（
Ｉ）で表される化合物の含有量Ｃ（％）、一般式（ＩＩ）で表される化合物の含有量Ａ（
％）、炭素数４乃至６の直鎖両末端アルカンジオール（「特定のアルカンジオール」と表
記）の含有量Ｂ（％）を示した。さらに、表２の下段には、Ａ／Ｂの値及びＣ／（Ａ＋Ｂ
）の値を示した。
【０１０４】
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【０１０５】
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【０１０６】
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【０１０７】
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【０１０８】
＜評価＞
　上記で得られた各インクをそれぞれインクカートリッジに充填し、熱エネルギーの作用
により記録ヘッドからインクを吐出するインクジェット記録装置（商品名「ＰＩＸＵＳ　
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ｉＰ８６００」、キヤノン製）に搭載した。本実施例においては、１／２４００インチ×
１／１２００インチの単位領域に２．５ｐＬのインクを付与して記録したベタ画像を「記
録デューティが１００％である」と定義する。光学濃度及び耐オゾン性の評価の際には、
分光光度計（商品名「Ｓｐｅｃｔｒｏｌｉｎｏ」、Ｇｒｅｔａｇ　Ｍａｃｂｅｔｈ製）を
用いて、光源：Ｄ５０、視野：２°の条件で光学濃度を測定した。本発明においては、下
記の各項目の評価基準で、「Ｃ」を許容できないレベル、「ＡＡ」、「Ａ」、及び「Ｂ」
を許容できるレベルとした。評価結果を表３に示す。
【０１０９】
（光学濃度）
　上記のインクジェット記録装置を用いて、温度２３℃、相対湿度５５％の環境で、記録
媒体（普通紙、商品名「ＰＢ　ＰＡＰＥＲ」、キヤノン製）に、記録デューティが１００
％であるベタ画像を記録した。得られた記録物におけるベタ画像の光学濃度を測定した。
得られた光学濃度の値から、以下に示す評価基準にしたがって光学濃度を評価した。
　ＡＡ：光学濃度が１．３０以上であった。
　　Ａ：光学濃度が１．２５以上１．３０未満であった。
　　Ｂ：光学濃度が１．１５以上１．２５未満であった。
　　Ｃ：光学濃度が１．２０未満であった。
【０１１０】
（耐オゾン性）
　上記のインクジェット記録装置を用いて、温度２３℃、相対湿度５５％の環境で、記録
媒体（光沢紙、商品名「キヤノン写真用紙・光沢　ゴールド」、キヤノン製）に、記録デ
ューティが５０％であるベタ画像を記録した。得られた記録物におけるベタ画像の光学濃
度を測定した（耐オゾン性試験前の光学濃度）。この記録物をオゾン試験装置（商品名「
ＯＭＳ－Ｈ」、スガ試験機製）中に載置し、槽内温度２３℃、相対湿度５０％、オゾンガ
ス濃度１０ｐｐｍで２４時間、オゾン曝露を行った。その後、記録物におけるベタ画像の
光学濃度を測定した（耐オゾン性試験後の光学濃度）。得られた耐オゾン性試験前の光学
濃度及び耐オゾン性試験後の光学濃度の値から、光学濃度の残存率＝耐オゾン性試験後の
光学濃度／耐オゾン性試験前の光学濃度×１００％を算出し、以下に示す評価基準にした
がって耐オゾン性を評価した。なお、光学濃度の残存率は、上記分光光度計を用いて測定
される、ブラック成分、イエロー成分、マゼンタ成分、及びシアン成分のそれぞれについ
て算出し、最も低い値を評価に用いた。
　Ａ：光学濃度の残存率が６８％以上であった。
　Ｂ：光学濃度の残存率が６０％以上６８％未満であった。
　Ｃ：光学濃度の残存率が６０％未満であった。
【０１１１】
（耐湿性）
　上記のインクジェット記録装置を用いて、温度２３℃、相対湿度５５％の環境で、記録
媒体（光沢紙、商品名「キヤノン写真用紙・光沢　プロ　［プラチナグレード］」、キヤ
ノン製）に、記録デューティが１００％であるベタ画像を記録した。得られた記録物を、
温度２３℃、相対湿度５５％の環境で２４時間乾燥させた後、ベタ画像の滲みの状態を目
視で確認した（耐湿性試験前の状態）。その後、この記録物を、温度２５℃、相対湿度８
５％の環境に１週間載置し、さらに、温度２３℃、相対湿度５５％の環境に２４時間載置
した後、ベタ画像の滲みの状態を目視で確認した（耐湿性試験後の状態）。そして、耐湿
性試験前後の状態を比較し、以下に示す評価基準にしたがって耐湿性を評価した。
　Ａ：耐湿性試験前後で、ベタ画像の滲みの状態が同等であった。
　Ｂ：耐湿性試験前と比較すると、耐湿性試験後のベタ画像は滲んでいたが輪郭は乱れて
いなかった。
　Ｃ：耐湿性試験前と比較すると、耐湿性試験後のベタ画像は滲んでいて輪郭も乱れてい
た。
【０１１２】
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（耐固着性）
　各インクが充填されたインクカートリッジを、上記のインクジェット記録装置のヘッド
カートリッジに装着して、記録ヘッドの吐出口までインクを満たした。その後、インクジ
ェット記録装置からヘッドカートリッジを取り外し、吐出口を露出させた状態で、温度３
５℃、相対湿度１０％の環境に２週間載置した。その後、再びヘッドカートリッジをイン
クジェット記録装置に装着した。そして、回復操作を所定の回数行った後のインクの吐出
状態を確認し、以下に示す評価基準にしたがって耐固着性を評価した。なお、回復操作は
、インクジェット記録装置の「プリントヘッドのクリーニング」のことである。
　Ａ：４回以下の回復操作で全ての吐出口が正常に吐出できる状態に回復した。
　Ｂ：５回の回復操作で全ての吐出口が正常に吐出できる状態に回復した。
　Ｃ：６回以上の回復操作を行っても正常に吐出できない吐出口があった。
【０１１３】
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【０１１４】
　なお、実施例２及び１０の耐固着性は、他のＡランクのものと比較して相対的に低かっ
た。



(29) JP 6385289 B2 2018.9.5

【図１】 【図２】



(30) JP 6385289 B2 2018.9.5

10

フロントページの続き

(72)発明者  齋藤　貴史
            東京都大田区下丸子３丁目３０番２号　キヤノン株式会社内

    審査官  青鹿　喜芳

(56)参考文献  特開２００９－２５６６０１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１４－０５１６４８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１４－０１５６００（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２００６／０５１８５０（ＷＯ，Ａ１）　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｃ０９Ｄ　１１／００－　１１／５４
              Ｂ４１Ｍ　　５／００
              Ｂ４１Ｊ　　２／０１


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

